











The Role of External Support for the Endogenous Development of Rural Community 
in the Great East J apan Earthquake 
-A Case Study of Miyagi Prefecture HIgashimatsushima-
佐々木潤(農業経営経済学分野)
【目的】東日本大震災の被災地では、震災以前から問題となっていた高齢化や人口減
少、過疎化などが前倒しとなって現れた。それと同時に、コミュニティ再建のための
集団移転、被災跡地利用など新たな課題も浮上した。被災した住民の思いは早期復旧・
復興である。しかし復興においては、復興まちづくり計画へ高齢化や人口減少など根
本的問題にも対応した持続可能な復興計画とコミュニティづくりが不可欠である。単
に早期復旧・復興しただけでは 10年間という復興交付金事業の後に、高齢化や人口減
少が加速しコミュニティの廃退に拍車がかかる可能性があるからである。この実現の
ためには、経済成長一辺倒を目指す復興ではなく人間成長をも目指す復興、そのバラ
ンスに価値をおく「内発的発展論Jが参考になる。まったなしの復興プロセスを調査
し、近年の内発的発展論で効果が期待されている外部支援の役割を考察する。そして
現在被災地が抱える課題や今後の災害復興における教訓を抽出することを目的とする。
【方法】分析対象地は甚大な被害を受けた宮城県東松島市である。分析の軸に、①震
災復興に関する既往文献の整理から得られた知見と、②経済成長だけでなく人間の成
長に価値を置く内発的発展論の既往文献から得られた知見の 2つを据えて、この 2つ
の軸に照らし合わせた時に、東松島市の復興プロセスで、イ可が応用され、何が足りな
いのか、どのような結果が現れているのかについて、住民、行政、外部支援者からヒ
アリングした結果を比較検討する。
【分析結果】東松島市における復興プロセスには、過去の災害復興からの教訓が多く
応用されていることが明らかになった。しかし、「ソフト面の計画Jや「目標・目的の
設定と共有(地域独自)J i都市と農山村との連携Jには、具体的な施策が見られなか
った。一方、東松島市では震災前の 2009年に「指定管理者制度」が導入され、すでに
地域づくりに関する住民主体の政策的施策が構築されていたこと。また既存の地域の
繋がりが震災後の基礎となり、住民自身が外部支援を主体的に活用する過程において
内発的な動きが発展していったこと、等々が明らかになった。
【結論】震災前から公民館や市民センターでの生涯学習活動、各地区での運動会やお
祭りの実施など活発な地域間の繋がりは、震災後の復旧・復興計画策定における住民と
行政の合意形成において大きく機能することが明らかになった。また、過去の災害復
興からの知見や外部支援をバランス良く地域が活用していく過程で、内発的な意見や
活動が広がっていくことも明らかになった。そして内発的発展にむけた外部支援の役
割では、住民自身がその外部支援をバランス良く取入れられる状況と環境を作り出す
必要性が見て取れた。
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